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22年 23年 24年 25年 26年

4

大綱1
効率的・
効果的
な自治
体の経
営

①職員の意
識改革と人
材育成の推
進

④人事評価システムの
構築

能力・実績に基づく人事管理の構
築に向け、客観的で公正性や透明
性が高く、実効性のある人事評価
システムを整備する。

人事評価制度
施行マニュア
ル及び人事評
価実施要綱の
決定するなど
人事評価制度
の導入に向け
検討していく
平成22年度中
に一部施行

一部施行を踏
まえた検証を
行い、全庁へ
の導入を図っ
ていく

全庁への導入
を図る

検証を行い、
全部署管理職
を対象に試行
する

検証を行い、
全部署係長以
上を対象に試
行する

検証を行い、
全庁への導入
を図る

職員の適正な
人事管理び組
織の活性化

制度導入にあたっては、十
分な内容検討が必要である
ことから、評価者研修を行
いながら検証を踏まえ、段
階的に範囲を広げることと
したため。

総務課

7

大綱1
効率的・
効果的
な自治
体の経
営

②簡素で効
率的な組織
機構の構築

③保育所、幼稚園施設
の統合化、一体化の推
進

少子化に対応した保育環境の充実
のため、保育所、幼稚園の統合
化、一体化の推進を図る。

民間活力を活
かした「認定こ
ども園」制度の
導入を前提と
して、市内公
立、私立乳幼
児教育・保育
施設の一体化
を検討。
（庁内・市民委
員会）

・国の新たな
制度設計を確
認
・市の幼保一
体化の基本計
画（実施計画）
の策定
・民間活力の
掘り起こし（社
会福祉法人、
ＮＰＯなど）
・幼保一体化
着手準備（制
度設計）

・幼保一体化
に向けた具体
的な事業着手
準備

・市の幼保一
体化の基本計
画（実施計画）
の策定

国の新制度に
基づく幼保一
体化に移行着
手・逐次実行

保育環境の充
実

国の新制度が平成25年度か
ら一部施行される見込であ
るため。

社会福祉課
（学校教育
課）

「喜多方市行政改革実施計画」において設定する目標値等の変更

実施計画の内容

№ 大綱 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）

設定する目標値等 考えられる取
組効果

目標値等の
変更の主な理由

担当課

変

更 

追 加 

追 加 
文言追加 

1



22年 23年 24年 25年 26年

実施計画の内容

№ 大綱 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）

設定する目標値等 考えられる取
組効果

目標値等の
変更の主な理由

担当課

13

大綱1
効率的・
効果的
な自治
体の経
営

③民間委託
等の推進

②指定管理者制度の
導入に伴う「公の施設
管理・運営方式」の見
直し

公の施設の管理運営について、指
定管理者制度を積極的に活用す
る。 指定管理導入

施設
128施設

指定管理導入
（地域・家庭医
療センター）

指定管理導入
に向け準備
（カイギュウラ
ンドたかさと）

129施設

指定管理導入
（カイギュウラ
ンドたかさと）

指定管理者の
事業評価
（中間）

130施設

129施設

指定管理者の
事業評価
（最終年）
※現在導入さ
れている施設
の指定管理期
間 の 終 期 は
H27.3となって
いる

住民サービス
の向上及び管
理経費削減額

指定管理導入施設の廃止
（行政区への譲渡）に伴
い、施設数が減少したこと
から数字を見直したため。

関係各課
企画政策課
生涯学習課

14

大綱1
効率的・
効果的
な自治
体の経
営

④電子自治
体の推進

①次期業務システム導
入における自治体クラ
ウド等採用の検討

市で使用する情報システムの効率
的な構築と運用について、最適な
方法を検討する。

技術動向及び
国の動きなど
の調査

導入に向け検
討

検討結果に基
づく対応

導入等につい
て調査・研究

ハードウェア、
ソフトウェアを
所有しないこと
によりトータル
コストを削減で
きる。（初期費
用（設置費
等）、ソフトウェ
アライセンス
料、ハードウェ
ア購入費・保守
料外）

基幹業務システムについて
は、現行システムを５年間
継続使用することとし、こ
の間に次期基幹業務システ
ムについて検討していくこ
ととしたため。 情報政策課

26

大綱2
健全な
財政運
営

③地方公営
企業(水道事
業）及び下水
道事業の経
営健全化

②民間委託の調査検
討、推進

事務事業の効率化、業務量の削減
及び経費の節減を図るため、民間
委託を調査検討、推進する。
①開閉栓受付及び開閉栓業務
②給水停止業務を含む滞納整理
業務
③水量異常チェック及びメーター点
検業務
上記3事業（営業業務）のほか、水
道事業全体の施設管理を含めた
包括的な民間委託化の調査、検討

営業業務につ
いて引き続き
具体的な経費
削減効果を検
討する。

営業業務につ
いて民間委託
にすべきか、
直営で行うべ
きかの結論を
だす。

前年度の結論
結果に沿って
対応（委託内
容の検討、委
託業者の選
定）。

水道事業の一
部（窓口業務
等）を平成25
年度から27年
度までの3年間
民間委託す
る。
また、包括的
な民間委託に
ついて調査、
検討を開始す
る。

水道事業の一
部（窓口業務
等）を平成25
年度から27年
度までの3年間
民間委託す
る。
また、包括的
な民間委託に
ついての調査
結果（結論）に
基づいて対応
する。

人件費の削減
が期待できる

営業業務について民間委託
の試算を行った結果、経費
削減が期待できることか
ら、水道事業の一部（窓口
業務等）を平成25年度から
27年度までの3年間民間委
託する目標に変更したた
め。

水道課

変

更 

文章追加 

変

更 

2



22年 23年 24年 25年 26年

実施計画の内容

№ 大綱 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）

設定する目標値等 考えられる取
組効果

目標値等の
変更の主な理由

担当課

35

大綱3
市民と行
政との協
働体制
の推進

②行政区及
び市民団体
等との連携

①ＮＰＯ・ボランティア活
動団体・行政区や市民
団体等への支援と連携

ボランティア・市民活動への行政の
支援のあり方の検討及び支援

活動支援セン
ターへの支援

（総合計画目
標値）
ＮＰＯ法人数
20団体

ボランティア活
動支援セン
ターへの支援
のあり方につ
いて検討を行
う

総合計画目標
値の見直し
NPOやボラン
ティアとの協働
事業数 12件

検討結果に基
づく支援の実
施

NPOやボラン
ティアとの協働
事業数 15件

NPOやボラン
ティアとの協働
事業数 17件

NPOやボラン
ティアとの協働
事業数 20件

市民団体等と
の協働の推進

総合計画目標値の見直しと
して、総合計画基本計画の
＜中間年次見直し＞におい
て、指標を新たに設けたた
め。

企画政策課

40

大綱4
市民か
ら一層
信頼され
る透明で
公正な
行政の
推進

①市民の意
見の反映

②公共施設についてモ
ニタリングを実施

公共施設について利用者の意見を
モニタリングし、改善につなげる制
度づくりを実施。

モニタリング制
度に向けた検
討

モニタリングの
実施

モニタリング制
度に向けた検
討

モニタリングの
実施

意見の反映

平成23年度中に方針決定ま
で至らなかったため。

総務課
（関係各課）

追加 

変

更 

追 加 

3


